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論文内容の要旨
本論文では，主として近年の機能的，あるいは認知的な観点に立った言語研究による言語事実の分
析・説明を基盤とし，これまで、の学校英文法や学習英文法といった，いわゆる教育英文法の問題点を
解消すべく， r読み，書き，聞き，話す能力J の基軸となり，コミュニケーション能力の育成に直結す
るような新たな教育英文法の構築を試みた.
第 1 章英文法教育復権の必要性
第 1 章においては，日本の英語教育に極めて大きい影響力を持つ文部科学省の学習指導要領自体に，
f聞くことや話すこと」といった音声言語のコミュニケーションへの偏重があることを指摘した上で，
今こそ切に英文法教育の復権が求められなければならない時期であることを強く主張した.
最初に，従来の瑛末主義に走りすぎた英文法指導や，受験英語，並びに文法・訳読式に偏した授業
への批判を受け止めつつ，これまでの教育英文法の問題点を文法内容と文法指導の観点から考察した.
確かに，現存の教育英文法では内容上，指導上双方において欠陥があることも事実である.しかしな
がら，文法に欠陥があることに気付いたからと言って，その目指すべき方向は，決して nogrammar
ではなく，除勧er grammar への方向であろう.そこで本章では，次のステップとして，そのような
欠陥を克服すべく，さらにはコミュニケーション能力の育成に直結するような教育英文法の在り方と
して，文から状況を意識した談話へのアプローチと情報構造を重視した談話原則導入のアプローチが
示唆された.
最後に，黒川 (2004， p.18) の以下のような文法観を引用し，小学校外国語活動が必修化された今
だからこそ，英文法教育の復権を目指さなければならないとした.
「・・・明快で簡潔な説明によって，言葉のきまりの面白さや玄妙さを教授する.
そうした教育活動が今切に求められているのではないか.そして若い心を退屈させ
ないよき文法書が早急に作成される必要があるのではないか.
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文法は単なる手段ではない.文法を通して言語には体系的法則があることが分かる.そうし
た認識は「人間とはなにかJ とうい根源的問題への理解にもつながって行く.そうした視点か
ら見て，外国語文法を学ぶことは「世界とは何かJ r人間とは何かj という一般教育の課題を
追求することになる.文法は，コミュニケーション同様に大事な人間的営為であると思う.J 
高等学校の検定英文法教科書が昭和 57 年 4 月に廃止され，すでに 30 年の歳月が流れようとし，この
間，中高の学習指導要領の中では，一貫して「コミュニケーションJ としづ用語が踊っている.文法
だけで，自由にコミュニケーションできるわけで、はないが，文法がなければ始まらないことも事実で
ある.早急に， r英文法J という科目を導入し，英文法の復権が望まれなければならない時期であると
考える.
ところで， r実践的コミュニケーション能力の育成j が学習指導要領において，前面に議われ出して
以来，英文法の指導も次第にその姿を変えつつある.英文法軽視の風潮すら感じられる昨今，学習者
の興味・関心を喚起しながら英文法の指導を行うためには，英語学や言語学の研究成果を積極的に活
用することが重要である.
第 2章機能的構文論の意義
第 2 章では，今日の小学校への英語活動導入問題の重要性に鑑み，小学校では英語としサ特定の言
語に限定した教育ではなく 言語教育という大きな枠に，母語の日本語や外国語の一つで、ある英語を
位置付けるべきであるとしづ立場から，まず，日英語の語順の相違を，外国語(英語)学習の早期に
言語類型論的観点から導入することの重要性を示した.また，コミュニケーション能力育成のための
英語教育が叫ばれて久しいが，そのコミュニケーションと文法との踊たりをどのように埋めるのか，
両者の接点を見つけられないまま暗中模索を続けているのが現状であろうと思われる.
本章では，次に，コミュニケーションと文法との距離を縮められるのが久野(1978， 1987) や高見
(1997) らの提唱する機能的アプローチであろうと捉え，このアプローチにおける重要な概念，中で
も主題・題述，情報構造と焦点，話し手の視点，さらには特徴づけとし、った概念を取れあげて，これ
らの概念が新たな教育英文法の構築に必要不可欠であることを示した.具体的には，学校英文法でも
取り上げられる A→B の「書き換えj 事象を通して，単にA と B 両者の機械的な操作能力を求めるの
ではなく，両者の微妙な意味的ニュアンスを汲むことは，学習者の言語感覚を磨く上でも重要である
とし， filï樹生の視点階層J (Closeness Empathy Hiera回hy) (1)を提案して，学習者が A， B 両者の
微妙な意味の差を理解する上で，有効であることを示した.
(1) Closeness Empathy Hierarchy: The closer the syntacticlsemantic distance is 
between the speaker and the participant(s) of an event or state described 
by the sentence, the easier it is for the speaker to empathize with the 
participant(s) . 
また，機能的概念や情報構造上の原則を活用して，英語の様々な構文，例えば関係詞節構文，
Huddleston & Pullum(2002)の言う各種情報運搬構文，視点関連構文，さらに受動構文・ tough 構文・
中間構文等を単一文，あるいは談話のレベルで、考察し，英語の運用能力を高める上でこれらの概念や
原則が有効に機能し得る可能性のあることを示した.
第 3章各種構文への機能的・認知的アプローチ
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第 3 章では，受動構文に始まり，知覚動詞構文，関係節構文， the陀構文， that 節構文，空所化構
文の 6 つの構文を取り上げ，それぞれの構文に見られる不可思議な統語事象を，機能的・認知的観点
から統一的に説明できることを示し，両者のインターフェイスから構築される教育英文法の有効性を
示唆した.
具体的に述べるならば，最初の受動構文では，この構文の機能的分析により，統語的・意味的観点
からの分析で生じた疑問点が解消され得ることを論じた.また，コミュニケーション能力の育成に繋
がる文法教育の在り方としづ観点から，受動文の実際的な運用能力の向上に役立つ機能的アプローチ
に基づいた教育英文法のモデルを提示した.さらに，受動文一般の適格性予測に寄与する条件
(Objectif.cation Condition) (2)を提案した.
(2) Objectif.cation Condition: The passive construction is well-formed ifits subject 
is conceived as what can be objectif.ed with regard to the event descri.bed. 
これにより，英語学習者は，受動文の適格性に関して英語母語話者が有する直観カを正しく捉える事
が可能となる.次の知覚動詞構文については，モノ的な捉え方とコト的な捉え方としづ認知的な視点
を導入した分析を提示し，その妥当性を示した.また，モノ・コト的捉え方は，英語の知覚動詞構文
の分析のみならず，英語教育的な観点からも有効であることを論じ，このような認知的観点からの英
語指導の必要性を示唆した.第 3 の関係節構文については， Kuno(976)の主題制約 (Thematic
Constraint) (3)を援用し，
(3) Thematic Constraint: A relative clause must be a statement about its head noun. 
従来の「二文結合J や「訳し上げJ の指導法を捨て，関係節構文の運用面の向上に直結する機能的ア
ブローチに基づく指導法を提案し，その妥当性を主張した.また，モノ・コト的捉え方といった認知
的な観点から，英語関係節の制限・非制限的用法のそれぞれの特徴付けを試み 両用法の相異なる生
起分布を統一的に説明した.残りの 3 つの構文 (there 構文， that 節構文，空所化構文)についても，
いずれも機能的・認知的観点に立った分析により，以下の制約・条件が提案された.
(心 there 構文に課される適格性条件: there 構文は，
a) 意味上の主語が，関き手にとって新しい情報の提示として解釈され，
b) 意味上の主語以外の要素が，話し手(または話し手が自分の視点を置い
ている登場人物)にとって観察可能な存在非存在出現あるいは非
出現を表すと解釈される場合にのみ，適格となる.
(砂補文標識 that の使用条件: 補文標識 that は，知覚処理上の困難相愛昧さを避け
る場合，あるいは意味上，既定性を意図する場合に用いられなければな
らない.
(ω 空所化構文に対する知覚処理上の制約: 空所化構文においては， 3 つ(または
それ以上)の残余要素が現れてはならない.
上記 3 つの構文を含め，これまで見た 6 つの各構文は，それぞれが無関係で、，いわば点として独立
しているかのように見られるが，実は，英語としづ言葉の機能面，認知面に立つならば，点がいわば
線として関連的に捉えられるのである.従来型の品詞・文型等に始まる点的な学校英文法を脱し，今
こそ，言葉の機能面や認知面に基軸を置いた，いわば線的な教育英文法の構築が求められるのである.
第4輩新たなる英文法の展開
第 4 章では，第 2，第 3 章で展開した機能的・認知的観点を基軸とした文法構築へのアプローチを
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補うべく，その他の観点として，日本語と英語の比較による対照言語学的な観点，あるいは言葉の本
質的な性質とも言える連続性の観点からのアプローチが必須であることを示唆した.第 1 の対照、言語
学的観点からは，具体的に ryou vs. あなたJ. rIt vs. それJ ， r's/ofvs. のJ ，さらには rthere islhave 
vs. ある・いるJ の対をなす日英語の比較をしながら，母語である日本語への気づ、き，すなわち直観
を最大限に活かして，英語としづ言葉に潜む規則性を浮き彫りにした.また，英文法構築に欠かすこ
とのできない第 2 の観点は，言葉の連続性としづ観点である.一般的に言葉は表面的には非連続的な
姿を呈するが，実際には文法範時一つを取ってみても，明確な境界線を持たない連続的なものである.
英文法においても，様々な局面で連続的事象が散見される.その一例が英語の動名詞である.動名詞
は動詞と名詞の双方を併せ持ったハイブリッド的な性格の文法範鴫であり，動詞と名詞の境界線は唆
味で，連続的なものとして捉えられる.この動名詞を含む英語の非定形動詞を取り上げて，連続性の
観点から非定形動詞の真の姿を明らかにした.このように，コミュニケーション能力の育成を図り，
「読み，書き，聞き，話す能力J の基盤を育むための教育英文法は，英語を教える側にとっても学ぶ
側にとっても，魅力のあるものでなければならない.そのためには，科学的，理論的言語研究の成果
を十分に取り入れながら，一つの理論的枠組にとらわれることなく，折衷的なものとならざるを得な
いであろう.
最後に 3 つ目の観点として，言語教育的な観点、の重要性を論じた.すなわち，本論文で展開された
教育英文法構築の過程を経て得られた知見を活かして，言語教育的観点から，昨今問題となっている
小学校外国語活動の抱える諸課題を浮き彫りにし，今後のこの活動への取り組み方，延いては我が国
の英語教育の在り方について示唆を与えた.
第 5章結語
第 5章の結語は，本論文全体のまとめである.一般に，言語の機能は主として発信者(話し手や書
き手)に関わり，言語の認知・認識はどちらかというと受信者(聞き手や読み手)と関わる.両者の
中間面(インターフェイス)から構築される，換言するならば言語の機能と認知・認識を基盤に据え
た文法構築こそ求められるべきものであり，本論文ではその探求を試みたことになる.この様な文法
構築は，発信者と受信者とのコミュニケーションを円滑に図ろうとするコミュニケーション能力の育
成としづ言語教育の目標と軌をーにしている.今後の課題は，個々の文法事象への説明を有機的に結
びつける組織・体系へのネットワーク作りであろう.
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論文審査結果の要旨
日本の英語教育が、コミュニカティブ・アプローチを指向して文法的思考を遠ざけるよう
になって久しいが、最近では、逆にその弊害から文法の復権を求める声も多い。本論文は、
コミュニケーション能力の育成を目指すうえで基盤となる教育的文法が必要になる、という
立場に立ち、話者による機能的視点と聴者による談話情報構造の認知、の両面から広範な統
語現象を再考・再分析したうえで、言語類型諭および対照言語学に支えられた学習者の母語
意識を重視する、新たな教育的文法モデルの構築を試みたもので、全編 5 章から成る D
第 1 章は序論であり、学習指導要領をはじめとする現在の英語教育が抱える問題の所在と
性質を明らかにするとともに、従来の学校英文法体系を批判的に再検討して、新たに求めら
れる教育文法の姿を考察している。
第 2 章では、コミュニケーションと文法の距離を縮める言語分析的観点として、機能的構
文論を取り上げて、そこにおける重要概念のうち、主題・題述、情報構造・焦点、話者の視
点、特徴づけ、などを新たな教育文法の構築のために再構成し、中心となるストラテジーと
して「近接性の視点階層」を提案している。これにより、従来の学校文法で取り上げられて
いた文法的書き換え対象となる統語現象に言語学的な意義づけができることを明らかにして
いる。
第 3 章では、従来は主として統語的観点から分析されてきた受動文、知覚動詞文、関係節
構造、存在文、 that 補文と補文化子の出没現象、空所化文を、機能的・認知的視点から再分
析し、これらの文法現象の聞に有機的な関連があることを示している。これは、前章で提案
した「近接性の視点階層」ストラテジーが広範囲に有効であることを示しており、文法にお
ける具体的な項目選択と配列に関する原理の 1 つを示したものとして興味深い。
第 4 章では、新たな教育英文法を支える観点として、学習者が母語を意識する過程の重要
性を論じている。これは、近年、社会的な話題にもなっている小学校における外国語活動の
抱える諸課題につての提言になっている点で、多くの示唆を含む考察となっている。
第 5 章は、結論と今後の展望を述べている。
以上要するに、本論文は、言語研究の機能的視点と認知的視点に立って統語現象を再分析
して、コミュニケーション能力の育成に向けた教育文法の有効性を論じたもので、言語学お
よび言語教育学と情報科学との境界領域の進展に寄与するところが少なくない。
よって、本論文は博士(学術)ω学位論文として合格と認める。
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